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�．はじめに

２０世紀の後半より、冷戦の終結、世界各地での

宗教的な対立、南北の格差の拡大、そして移動や

通信機器の発展などのさまざまな要因により、世

界的に人々の国境を超えた移動や移住が増加して

いる。日本もその例外ではなく、法務省入国管理

局（２００１）の調べによると、２０００年末時点での外

国人登録者数は約１７０万人で、１９６９以降３２年間連

続して過去最高記録を更新している。また、日本

の総人口に占める外国人登録者数の割合も、１９８６

年から上昇を始め、１９９２年に１パーセントを突破

し、２０００年１０月時点では１．３３％にまで達してい

る。こうした外国人登録者の存在に加え、「観光」

などの在留資格で来日し許可された期間が過ぎて

も日本に滞在しつづける「オーバーステイ（超過

滞在）」の人々が２００２年１月１日の時点で２２万４

千人いると法務省は報告している。さらに、近年

の傾向としては滞在期間の長期化や家族を伴って

の来日の増加があり、滞日外国人が日本社会の中

で抱える問題やニーズも所得、健康、出産、子育

て、教育、住宅、地域生活などへと、多様化が進

んでいる（佐藤、２００１）。

このように、滞日外国人はもはや単なる訪問者

ではなく日本各地の地域社会で生活する住民であ

り、日本人と同じように日本社会の中でさまざま

な福祉ニーズを抱えて生活している。こうした状

況では、滞日外国人を抜きにして地域生活や地域

福祉、さらには街づくりを実行していくことはも

はや不可能である（阪野・渡辺、１９９４a）。今後ま

すます増加することが予測される滞日外国人の抱

える問題や福祉ニーズに対して、誰が主体となっ

てどのように支援やサービスを提供すべきかを明

確にすることは、現在の地域福祉の分野において

もはや不可欠である。本研究では兵庫県の３つの

エスニック・コミュニティに関する質的なリサー

チを基に、滞日外国人に対する福祉支援にはエス

ニック・コミュニティを核とする支援、つまりエ

スニック・コミュニティ・ベースド・ソーシャル

ワーク・プラクティスの可能性を提示する。

１．ニューカマーの増加

戦前や戦中に日本の旧植民地であった韓国・朝

鮮・台湾から日本にきた人たちやその子孫を

「オールドカマー」と呼ぶのに対して、１９７０年代

以降に入国してきた人たちを「ニューカマー」と

呼ぶ（渡戸、２００２）。まず１９７０年代後半にフィリ

ピンやタイからのおもに風俗・サービス産業に従

事する女性外国人労働者が、その後ヴェトナム、

カンボジア、ラオスからのインドシナ難民や中国

帰国者などが日本にやってくるようになった。そ

して、ニューカマーが本格的に流入しだしたのが

１９８０年代後半のバブル経済期である。アジアやア

ラブ諸国からの非正規の外国人労働者や留学生・

就学生が増加し、日本社会における労働者不足と

それを補う「外国人労働者」の存在がクローズ
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アップされた。さらにこうした状況の中、１９９０年

の入国管理法の改正で「単純就労」が認められた

日系人が、ブラジルやペルーを中心とするラテン

アメリカから多数来日しだし、現在に至ってい

る。

こうしたニューカマーの増加により、外国人登

録者における韓国・朝鮮籍の人の割合は１９７６年末

には８６．４％だったのが、２０００年末の時点では

３７．７％までに下がってきている（法務省入国管理

局、２００１）。この時点で、外国人登録者の中で韓

国・朝鮮籍の人についで多いのが中国人（約３３万

６千人、外国人登録の１９．９％）で、続いてブラジ

ル人（約２５万４千人、同１５．１％）、フィリピン人

（約１４万５千人、同８．１％）、ペルー人（約４万６

千人、同２．７％）となっており、特に近年のラテ

ンアメリカからの日系人や中国帰国者の増加が目

立っている（図１参照）。

こうした近年の日系人や中国帰国者の増加は、

単に在住外国人の数の増加や国籍の多様化を促進

しているだけでなく、定住化をも促進している。

バブル期に来日した多くのアジアやアラブ諸国か

らの非正規の外国人労働者や留学生・就学生は一

定期間日本に滞在した後、帰国するパターンを

とっていたが、中国帰国者の多くは永住の意志を

もって来日しているし、日系人の多くも家族とと

もに来日することが多く、永住の意志はなくとも

結果的に滞在が長期化、定住化する傾向が目立っ

てきている。

２．在住外国人の直面する問題：３つの壁

定住化する滞日外国人が日本社会で生活する際

には、「ことばの壁」、「制度の壁」、「心の壁」と

いった障壁に直面し、日常生活の中でさまざまな

問題を抱える（田村、２０００）。まず、日本語が話

せない、日本語を学習する機会が少ないといった

「ことばの壁」は、心理的な適応、さらには就職

の機会や経済的な自立を阻害する原因となってい

ることがこれまでの多く研究も明らかになってい

る（Baker, １９８９; Lin, Masuda, & Tazuma, １９７９;

Tang, & O’Brien,１９９０; Tran,１９８７; Tran, & Wright,

１９８６; Tran, Wright, & Mindel,１９８７; Westermeyer,

Neider, & Callies, １９８９）。また、日本社会では役

所、警察、法廷、病院といった公的なサービス機

関でも、英語以外の多言語での情報発信や翻訳・

通訳のサービスが不充分であり、滞日外国人はさ

まざまな不便を強いられている。また、言葉の違

いとともに、文化や宗教の相違によって、ストレ

ス、トラブル、生活不適応などさまざまな生活上

の問題や福祉課題を抱えやすい（阪野・渡辺、

図１：外国人登録者の国籍別構成比
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１９９４b）。

一方、「制度の壁」とは在留資格や国籍によっ

て、日本で可能な活動内容や利用できるサービス

の種類が法律によって制限されるというものであ

る。たとえば、日本人ならば誰でも加入できる国

民健康保険でも、外国人の場合には在留期間が１

年以上でなければ認められない。さらには公務員

就任権や参政権の問題も、外国人にはほぼ閉ざさ

れたままである。しかし、７０年代の難民の流入に

より、移民や難民に対する国際的な人権規約が確

立された影響を受けて、また日本国内の多くの人

たちの努力によって、この２０年間に外国人に対す

る制度の壁はかなり改善されてきた。ただし、こ

うした外国人に対する社会保障の改善は、生活保

護法も準用であったり、無年金状態の外国人障害

者へは自治体レベルでの救済措置といったよう

に、根本的な改善というよりも対処療法的なもの

になっている（田嶋、１９９５）。

しかし、こうした制度の壁よりもさらに遅れて

いるのが、「こころの壁」である（澤木、１９９５）。

これは、地域で外国人が生活していること、日本

人と同じように納税していることを知らない、あ

るいはこういったことに無関心であることから生

まれる誤解や偏見である。たとえば、１９９４年に当

時区の住民の６．４％を外国人登録者が占めていた

豊島区での住民を対象にした調査では、６１．１％が

外国人と日頃「ほとんど付き合いはない」と回答

し、日常的な交流が乏しいことが報告されている

（阪野・渡辺、１９９４b）。と同時に、在留年数５年

以下の外国人を対象とした調査結果では７８．３％が

隣近所の人との交流を希望しているが、しかし

７３．２％が「顔を合わせたときに挨拶をする」程度

の付き合いしかないと報告されている。こうした

外国人との交流やコミュニケーションの欠如から

誤解や偏見が生まれ、日本各地で住民同士でのゴ

ミの出し方など関するトラブルが起こったり、ひ

どいケースでは１９９８年浜松の宝石店での「外国人

の入店お断り」を掲げた店舗が登場し、訴訟にま

で発展するケースが出てきている（小川、

２０００）。

３．問題の多様化

日本で生活する外国人は、昔から「ことばの

壁」、「制度の壁」、「心の壁」といった障壁に直面

しながら生活してきたのだが、近年の外国人の定

住化や家族を伴った来日のケースの増加により、

外国人の抱える生活上の問題や福祉的なニーズ

は、出産、子育て、学校教育の問題、医療問題、

日本人との付き合い、住宅問題、所得や就業など

多様化の傾向にある（加藤、１９９５；佐藤、

２００１）。家族とともに来日するケース、国際結

婚、あるいは日本社会における外国人同士の結婚

の増加により、子どもの養育・教育に関する問題

が増加している。たとえば、オーバーステイ同士

の出産に伴う無国籍児のケースの増加や（田嶋、

１９９５）、日本各地の保育園でのコミュニケーショ

ンの問題や生活習慣・文化の相違に伴う問題が報

告されている（網野、２００１；大場・民秋・中田・

久富、１９９８；坂井、１９９５）。さらに、小学校や中

学校の現場では、言語習得や学習内容の習得の困

難からくる不登校児童の増加が指摘されている。

また、日本の学校ではなく母語で自国の教育を受

けられる私塾に通わそうとしても高額のため通わ

すことが困難なケースも少なくなく、こうした未

就学児が退屈から非行に走るケースもある（都

築、２００１）。

医療に関しては、医療機関に関する情報不足、

コミュニケーション不足で治療が円滑に行かない

問題の他、インフォームド・コンセントや患者の

基本的人権など医療システムや価値観の相違から

くるトラブルや医療費・国民健康保険問題、さら

にはオーバーステイの人たちに対する緊急医療面

の問題などが指摘されている（井野、１９９６；小

林、１９９３；大浦、１９９６；田嶋、１９９５）。また、保

険のことに関していえば外国人を雇用する事業主

が責任を果たさず社会保険の事業主になりたがら

ないことと、外国人自身が厚生年金とセットに

なっている高額な保険料負担を敬遠しているとい

う事実、さらにこうした事情にもかかわらず行政

側の就労者は国民健康保険ではなく社会保険に入

るべきだという姿勢によって、多くの外国人が無

保険状態に置かれている（田嶋、１９９５；都築、
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２００１）。

こうした保険に関する問題以外にも雇用主との

関係における問題としては、正当な賃金の不支払

い、労災への未加入・不適用、危険な労働への従

事、不当解雇といった差別が行われている（栗

原、１９９３；ボランティアレポート、２００２）。ま

た、住居に関する問題として、入居拒否、不当な

賃貸契約、住環境の水準の低さなどが指摘されて

いる（小菅、１９９６）。

４．公的支援の欠如

在住外国人が日本社会で生活する中でさまざま

な問題やニーズを抱えているのは上記の通りであ

るが、それに対する公的支援はどうなっているの

だろうか。継続的な納税者である以上、定住外国

人はほとんどの分野で権利上の差別を受ける合理

的な理由はないと考えられる（宮島・江成、

１９９３）。実際、外国人が集住する地域の行政が、

積極的に外国籍住民に対して公的な支援やサービ

スを提供しているケースもある。たとえば、群馬

県の大泉町は外国人登録者の数が人口の１０％を超

える日系人集住地域であり、ここでは行政主導で

外国人の受け入れが行われていて、多くの外国人

が大きな問題を抱をえず生活していることで有名

である（都築、１９９９）。この背景には、受け入れ

当時に行政がバックアップして「東毛地区雇用安

定促進協議会」の設立とガイドラインの作成を推

進するとともに、町が積極的な受け入れ施策と予

算措置や国民健康保険加入の推進を行ったことが

挙げられる。さらに、庁内の国際交流課が①日本

語学習機会の提供、②小中学校での日本語学級の

設置、③ブラジル人職員を雇っての生活相談、④

パンフレットなでの広報活動、⑤公営住宅への入

居、⑥国際交流事業の推進、といった施策・サー

ビスにより大泉町の外国人と日本人が共生してい

る。

しかし、こうした例は現在のところ非常に稀で

あり、外国籍住民に対してここまで積極的に行政

が支援することは他の市町村では非常に困難であ

る。さらに、行政の支援やサービスは基本的に外

国人登録者のみが対象であり、外国人登録や在留

許可を取得していない外国人は、どこの公的機関

のサービスや支援からも外れてしまっている。

５．NPO主体の支援

では、こうした行政の積極的な支援やサービス

が受けられない地域に住む外国人や、外国人登録

をしていない外国人、オーバーステイの外国人

は、どこから生活に必要な情報やサービスを受け

ているのであろうか。外国人登録の有無にかかわ

らず外国人に対して、現在日本社会においてさま

ざまなサービスを提供しているのが民間のボラン

ティア団体や NPOである。たとえば、京阪神間

でこうした外国人に対する支援やサービスを提供

している団体としては、大阪府、京都府、兵庫県

のそれぞれに事務所を構えて医療相談、生活電話

相談、エスニック・メディア支援、子ども支援、

日本語教室などを提供する多文化共生センター

（http://www.tabunka.jp/）がある。この他、京都

では生活相談を行っている京都 YWCA・APT

（Asian People Together）（http://web.kyoto-inet.

or.jp/people/ywapt/）、大阪府では外国人の人権活

動を行っている RINK（すべての外国人とその家

族の人権を守る関西ネットワーク）や健康相談活

動を中心に行っている CHARM（Center for

Health And Rights of Migrants）（http://www-soc.

kwansei.ac.jp/joe/charm.pdf）がある。そして、

兵庫県では生活相談、青少年の育成、日本語支援

などを提供する神戸定住外国人支援センター

（http://www.pure.ne.jp/～kfc/）、生活電話相談を

行っている神戸外国人救援ネット（http://www.

hyogo-iic.ne.jp/～gqnet/）、在日外国人女性に対す

る生活相談やエンパワーメント活動を行っている

アジア女性自立プロジェクト（http://www.tcc

117.com/awep/AWEP.htm）、外国籍児童支援の

World Kids Community（http://homepage２.nifty.

com/facil/frame/kidstop.htm）、翻訳・通訳、多言

語 サ ー ビ ス の FACIL（http://homepage２.nifty.

com/facil/frame/）、外国人に対するコンピュータ

教室を提供するツール・ド・コミュニケーション

（http://www.tcc１１７.com/tdc/）などがある。さら

に、日本語支援に関しては各地に多くの団体が存

在し、兵庫県内の日本語教室間のネットワーク化

を図っている兵庫県日本語ボランティアネット
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ワ ー ク（http://www.hyogo-ip.or.jp/hnvn/index.

htm）に加入している団体だけでも２６、加えてこ

の兵庫県日本語ボランティアネットワークが把握

しているが未加入の団体が県内に２６も存在する。

こうした NPOやボランティア団体の存在は、

公的なサービスや支援へのアクセスがない外国人

にとっては非常に有効で、不可欠なものとなりつ

つある。こうした団体に多くに共通するのは、熱

心な日本人スタッフの献身的な努力によって活動

が維持されていること、また民間財団からの助成

金、寄付金、会員費などに頼らざるを得ない経済

基盤の弱さである。こうした状況は、外国人に対

する質の高いサービスや支援を長期にわたって提

供することを困難なものとしている。

６．エスニック・コミュニティの存在

行政が外国人支援に対して積極的に対応してい

ない現状では、NPOやボランティア団体の活動

は非常に重要なものとなっているが、こうした団

体の多くの活動は日本人が主体となっている。し

かし、来日する外国人が多様化するに従って、す

べての外国人に対応した言語、またその文化や宗

教に即したサービスを提供するための通訳スタッ

フや専門スタッフの確保が困難となってきている

（Takeda，２０００）。また、「日本人がサービス提供

者、外国人がサービス受給者」という構造での支

援は、問題の軽減や解決に応急処置的な効果は

あっても、根本的な解決にならない。なぜなら、

外国人が日本での生活の中で抱える問題やニーズ

の原因は、こうした外国人が日本社会の中で抑圧

されたり、あるいは不利な状況的に追いやられて

いるという社会の構造にある。したがって、外国

人自身が自分たちの抱える生活上の問題の原因

は、自分たちではなくこうした社会構造にあるこ

とを認識し、自分たちで問題を解決したり、こう

した社会構造の改善を要求することによって、始

めて外国人のエンパワーメントが達成され、真の

多文化共生社会の形成が可能である。

近年の日本で生活する外国人の増加や長期化に

よって、こうした外国人自身による問題解決や自

助活動の動きも確認されるようになってきてい

る。たとえば、広島では中国人労働者が中心と

なって外国人労働者の組合が組織化されている

（村下、２０００）。また、東京でも日系人を中心とし

た外国人労働組合 FLUが形成され、労働条件の

改善を要求する動きが報告されている（移住者労

働者と連帯する全国ネットワーク、n.d.）。この

ように、外国人が集住したり、多く働く地域で

は、生活改善や問題解決を日本社会に対して外国

人自身が行っている。しかし、こうした大規模な

活動は、今のところ限られた地域でのみ行われて

いたり、必ずしも効果的に行われていない。たと

えば、日本でもっとも日系ブラジル人が住んでい

るといわれる愛知県の豊田市においても、日系人

が代表団体を作らず自分たちの情報発信をしない

ため、地元の自治会との交渉が不可能で、それが

さらに問題改善を阻止する原因となっていること

が指摘されている（都築、１９９９）。

７．本研究の目的

このように見てくると、在住外国人のエンパ

ワーメントの達成には外国人自身の自助的な組織

あるいは団体であるエスニック・コミュニティの

存在が不可欠であると考えられる。日本に限らず

世界的に移民や難民は、共通の言語や文化・習慣

を共有できる自国からの仲間と集住地域を形成し

たり、親睦団体を組織化したり、コミュニティを

形成する（Hirayama & Hirayama,１９８８; Muecke

& Sassi, １９９２）。こうしたコミュニティにおける

メンバー同士の交流によって、不安感や孤独感を

癒し、自分たちの生活をコントロールするための

情報を入手したり、意欲を維持する（Adelman,

１９８８; Mena, Padilla, & Maldonado,１９８７）。本研

究の目的は、こうした在住外国人のエンパワーメ

ントの達成に不可欠なエスニック・コミュニティ

の形成過程とコミュニティ内における自助活動を

明らかにすることによって、ソーシャルワーカー

や NPOスタッフがこうしたコミュニティに対し

てどのようにかかわっていけばよいかを明らかに

することである。

�．方法

本研究では、エスニック・コミュニティの形成
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過程と、各エスニック・コミュニティ内でどのよ

うな自助活動がどのように行われているかを、兵

庫県下の３つのエスニック・コミュニティに関す

る質的な調査を通して明らかにしていく。２０００年

末の時点での兵庫県における外国人登録者数をま

とめたのが、図２である。兵庫県は、東京都、大

阪府、愛知県、神奈川県についで全国で５番目に

外国人登録者数が多く、その７割が韓国・朝鮮籍

の人たちである。ニューカマーに関しては、中

国、ブラジル、フィリピン、ペルーが多いのは全

国と同じであるが、県内に難民定住促進センター

があった影響で、ヴェトナム人の割合が多いのが

特徴である。そこで、多様なエスニック・コミュ

ニティでの自助活動を調査するため、こうした

ニューカマーの中から親睦団体を中心とするフィ

リピン人のコミュニティ、カトリック教会を中心

とするペルー人のコミュニティ、そして集住地域

を中心とするヴェトナム人コミュニティという、

それぞれ国籍だけでなく、コミュニティの形態そ

のものも異なる３つのコミュニティを選んだ。そ

れぞれのコミュニティに対しては、調査チームの

メンバーが単独、あるいは複数で繰り返し訪問

し、各コミュニティのリーダーを中心にメンバー

へのインタビューを行うとともに、文化的なイベ

ントにメンバーとともに参加した際に参与観察な

どを行い情報を収集した。

�．結果

インタビューなどを通して収集されたデータは

整理され、３つのコミュニティが比較できるよう

に表１にまとめられた。

１．３つのコミュニティの特徴

まず一つ目のフィリピン人の親睦団体は、１９９０

年代の前半に県内の別のフィリピン人親睦団体か

ら独立して形成された。この以前から存在するコ

ミュニティは日本人と結婚したフィリピン人女性

が中心で、パーティを主体に活動をするまさに

「親睦」団体であった。しかし、メンバーに共通

する問題をお互いに助け合う活動も必要だと感じ

たメンバーが中心となり、この新しいコミュニ

ティが独立して組織化された。この新しいコミュ

ニティには当初１９０人のフィリピン人がメンバー

として存在していたが、阪神・淡路大震災によっ

て亡くなった人や日本を離れる人が増え、現在で

は８０人にまで減った。以前は大阪の人が多かった

が、大阪にもフィリピン人コミュニティができた

ので、現在のメンバーは西は垂水から東は西宮、

伊丹までに居住する人たちである。男性メンバー

の多くは建築現場や工場などで働く日雇い労働者

であり、女性メンバーには事務職、家政婦、ホス

テスなどとして働いている者が多い。

これに対して日系ペルー人を中心とするコミュ

ニティは、K市内のカトリック教会を核として形

成されたコミュニティである。入管法が改正され

日系人にビザが発給されるようになった１９９０年前

後に、ある日系人ペルー人の葬儀をしたのがきっ

かけとなって、このカトリック教会で毎週土曜日

の晩にスペイン語のミサが開かれるようになっ

た。当時はペルー人を中心に４０人が集まっていた

図２：兵庫県における国籍別外国人登録者数（２０００年末）
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コミュニティ
の種類

フィリピン人親睦団体 カトリック教会を拠点とするペルー人中心コ
ミュニティ

集住地域（団地）を中心とするヴェトナム人
コミュニティ

場所 K市 K市 H市

メンバー 約８０人 コミュニティの主な活動メンバーは１８人、そ
の家族を含めると２９人さらにそこに集まる人
たちを含めると３０～４０人程になる。

H市の在住するヴェトナム人は約５００人。カ
トリック教会のミサには６０人ほどで、民族祭
礼の活動の準備は約２０人ほどのヴェトナム人
が中心となっている。

メンバーの
居住地域

西は垂水、東は西宮・伊丹まで広がってい
る。以前は大阪の人が多かったが、大阪にも
コミュニティができたので、ほとんどの人が
兵庫県に住んでいる。

灘、兵庫、西宮、三宮、加古川、その他に大
阪府、滋賀県など遠隔地からも訪れている。

範囲は兵庫県 H市に在住するヴェトナム
人。特に居住地域が I川近郊の６つの公営住
宅に多く居住している。

メンバーの
国籍

フィリピン人 ペルー人を中心に、南米系。日本人もいる。 ヴェトナム人

職業（主な仕
事の種類）

男性：建築現場や工場などで働いている人が
ほとんど。日雇い労働のケースも多い。
女性：事務、家政婦、ホステスなど

ペルー人は工場に勤める人が多い。 工場に勤める人が多い。

コミュニティ
のリーダー

G夫妻（現在は妻の Eさんが代表） N夫妻（ペルー人） 日本在住ヴェトナム人協会の姫路支部代表で
I川近郊の公営団地に居住する C氏とその妻
Pさん、隣町に在住する G氏（５０歳）。

コミュニティ
の歴史

日本には多くのフィリピン人が安い賃金での
日雇い労働や水商売などで出稼ぎに来てい
る。彼らの目的・困っていることは同じで、
お互いに助け合うコミュニティ作りを目指
し、当コミュニティができた。それまでは、
兵庫県下に別のグループがあったが、教会の
寄付金だけで成り立っていて、行事といえば
パーティが開かれるだけで考えが合わなかっ
た G夫妻が、１９９４年４月１４日に新組織を形
成した。当初は、１９０人のフィリピン人がい
たが、阪神・淡路大震災によって亡くなった
人や日本を離れる人が増え、現在では８０人ま
で減った。

入管法が改正された１９８９年頃、市内のカト
リック S教会の近郊に食品工場の社員寮があ
り、そこに多くの日系ペルー人が居住してい
た。同年６月に、あるペルー人が亡くなり、
葬儀のミサのため急遽スペイン語の話せる神
父が派遣された。それ以降、スペイン語によ
るミサが毎週土曜の夜に開始され、慣習化さ
れるようになる。最初は、ごくわずかのコロ
ンビア、ボリビア人と食品工場の社員寮に居
住する日系ペルー人を中心に４０人ほど集まっ
ていた。
１９９５年の大震災後、仕事先と住居を喪失し、
ペルーに帰国するものもいれば、他の地域に
移り住んだものもいる。１８人の日系ペルー人
が残った社員寮も９７年に閉鎖。現在その会社
には、日系ペルー人はたったの７人だけしか
在留していない。このような現状のなかで、
９９年ぐらいからボリビア・コロンビア・メキ
シコ人など様々な国籍の人々や遠隔に居住す
る外国人らが教会に訪れるようになり、それ
までの固定的で閉じた集団を開放し、同じ境
遇にあり共感できる外国人を積極的に受け入
れていった。

民族祭礼のイベントの母体となっているの
は、日本在住ヴェトナム人協会である。その
始まりは、１９７５年に日本に在住するヴェトナ
ム人留学生が集まり結成された「自由ヴェト
ナムの留学生協会」がその前進である。１９７７
年に協会の名称を「日本在住ヴェトナム人協
会」に変更する。協会は関西と関東にあり、
関西には姫路支部がある。協会では４ヶ月に
１度、東京に集まり会議を行い、ヴェトナム
の情報を流したり、ヴェトナムの民族祭礼の
際にヴェトナム人を集めたりしている。結成
当初の協会は、あまり影響力が強くはなかっ
た。協会は名前だけの存在に近かった。しか
し、異国で生活していくために心的物的面で
相互扶助が必要であるため在住ヴェトナム人
が次第に集団化していった。C氏中心に「日
本在住ヴェトナム人協会」がコミュニティの
母体となり、ヴェトナム人の生活問題のサ
ポートを行ったり、民族祭礼の準備を手がけ
たりしている。

定期的活動 ○２月 バレンタイン・パーティ
○１０月 総会（パーティを兼ねたもので、１０
月の役員交代選挙後、選ばれた役員からの
挨拶がある）
○１２月 クリスマス・パーティ（ビンゴ大
会）

○毎年１０月にセニョールデロスミラーグロス
というペルーで行われているカトリックの
お祭り。
○１２月２４日のナビダ（メリークリスマス）。
子供たちが多く集まる。
○１１月にはバザーを手伝う。カトリック評議
会が主催する。
○スペイン語ミサ後の月１回のパーティ

○カトリック教会では、月１回ヴェトナム人
神父によるヴェトナム語のミサが開催され
る。
○旧正月には約２００人ほど姫路カトリック教
会に集まる。その日はヴェトナム料理を
作ったり、ヴェトナムのカラオケをしたり
する。
○ヴェトナム人による獅子舞の１５人のチーム
を結成され、毎月１回活動をしている。

不定期的活動 ○フード・フェア（フィリピンの民族料理を
イベントの模擬店に出した）
○バスケットボールチーム（４年前になく
なった）

○フード・フェア（ペルーの民族料理をイベ
ントの模擬店に出した）

○市内でサッカー大会など。
○カトリック教会が主催するイベント（例え
ばクリスマスのダンスパーティなど）

コミュニティ
内のサポート

○チャリティ・バザー（中山手教会：メン
バーの一人が病気になり、病院での入院費
を集めるために行った）
○リーダーの G夫妻がビザや就労などの相
談、また NPOへの橋渡しを行っている

○教会を訪問しそこでの日常会話や様々な催
しやイベントに参加し、自分たちにふりか
かるストレスや孤独感の解消を行っていっ
た。この活動形態が発展して、２０００年７月
にホームシックや寂しさを皆で集まり解消
したり助けあうための自助組織が結成され
ている。
○ペルーや他の地域で地震が生じた際や県内
在住している外国人が重病を患ったとき
に、ビンゴやバザーなどの催しを行いその
収益を寄付したりする。
○N夫妻や日本人が中心に病院への付き添
い、翻訳通訳などのサポートをする。

○C氏中心に「日本在住ヴェトナム人協会」
がコミュニティの母体となり、ヴェトナム
人の生活問題のサポートを行っている。
○生活問題で困ったとき、同教会の神父やシ
スターに相談。
○C氏の妻の Pさんは日本語を読み書きでき
るため、翻訳・通訳をよく頼まれる。Pさ
んは、市役所や入管、学校や教育委員会に
よく訪れ、そこでヴェトナム語による相談
員として働いている。
○生活問題があった場合、C氏の所にも相談
に訪れる。今は永住権や仕事のことで翻訳
を依頼されるが、時には事件と事故の相談
もある。
○９２年ごろまでは、団地の日本人が引越しす
るとき、電化製品や家具など C氏らが引
き取りに行き、修理して、必要としている
ヴェトナム人のもとに無料で配っていた。

コミュニティ
外からのサ
ポート

外国人支援 NPOからのサポート ○同じ教会の日本人グループからさまざまな
イベントの際に、物的・人的サポートを提
供
○場合によっては保証人になることも

○生活問題で困ったとき、難民事業本部の神
戸事務所に相談。
○在日ヴェトナム人カトリック共同体、在日
ヴェトナム人連絡協議会

表１：兵庫県下の３つのエスニック・コミュニティの比較
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が、１９９５年の震災の影響で多くのペルー人が帰国

したり、他の地域に引っ越していった。こうして

ペルー人のメンバーの大幅な減少を契機に、１９９９

年ぐらいからボリビア人、コロンビア人、メキシ

コ人など様々な国籍の人々が教会に訪れるように

なり、それまでの固定的で閉じた集団を開放し、

同じ境遇にあり共感できる外国人を積極的に受け

入れるようになった。現在のコミュニティの主な

活動メンバーは１８人で、その家族を含めると２９

人、さらにそこに集まる人たちを含めると３０～４０

人程になる。メンバーの中には、スペイン語を話

せる日本人も数名含まれている。

ヴェトナム人コミュニティは、１９８０年頃に H

市内に開設された難民定住促進センターに入って

いたヴェトナム人たちが、退所後も近くに住み出

したことで形成され出した。これと前後して、も

ともと「自由ヴェトナムの留学生協会」として日

本に在住するヴェトナム人留学生が集まって結成

された「日本在住ヴェトナム人協会」の支部が市

内に開設され、活動の拠点となっていった。現在

市内には約５００人のヴェトナム人が在住してお

り、その多くが隣接する６つの公営住宅に住んで

いる。さらに、月１回市内のカトリック教会で

ヴェトナム語のミサが行われ、６０人ほどのヴェト

ナム人が集まっている。

２．３つのコミュニティおける共通点

今回のケース・スタディの対象となった３つの

エスニック・コミュニティは、それぞれ異なった

民族を中心とし、その形態も親睦団体、教会活

動、居住地域と異なっていた。しかし、すべての

コミュニティは、自文化活動、自助活動、そして

強力なリーダーシップという共通点を持ってい

る。まず、自文化に関する活動としては、正月や

クリスマスパーティ、あるいは自国の御祭りと

いった各文化の行事をコミュニティで行ってい

る。たとえば、ペルー人コミュニティでは、毎年

１０月にセニョールデロスミラーグロスというカト

リックの御祭りを行っているが、２００１年には３００

人近いペルー人が集まった。この御祭りでは、お

御輿をつくりそれを担いで教会の周りの道を行進

するのだが、お御輿の組み立てや準備などは１ヶ

月程前から、ミサの後に居合わせた日系ペルー人

たちによって組み立てられている。似たように、

ヴェトナム人コミュニティでは、旧正月に市内か

ら１５０人、他に大阪や神戸からも５０人ほどがカト

リック教会に集い、ヴェトナム料理を作ったり、

ヴェトナムのカラオケをしたり、獅子舞いを行

う。獅子舞は幸福な意味合いがあり、１軒１軒の

家を回っていく。また、旧正月の日には国旗を掲

揚し、国家も歌う。このように、こうした自文化

の活動を、コミュニティの仲間と合同で行うこと

により、自国を懐かしむとともに、母国の文化や

風習を若い世代に伝えていっている。

また、どのコミュニティも高額の医療費が必要

な仲間などのために、バザーや地域の御祭りでエ

スニック・フードの屋台などを出店して、普段か

ら経済的支援の準備を行っている。さらに、ヴェ

トナム人コミュニティでは、以前に電化製品や家

具のリサイクルを行っていた。団地の日本人が引

越しをするとき、不要な電化製品や家具などを引

き取って修理し、必要としているヴェトナム人の

もとに無料で配る活動を行っていた。

また、こうしたコミュニティ全体としての経済

的あるいは物質的な支援だけでなく、コミュニ

ティ内ではメンバー同士の支援も行われている。

日本語ができる人、特にコミュニティのリーダー

が日本語のできない人に対して、日本社会におけ

るさまざまな手続きの付き添いや翻訳・通訳者と

して手助けを行っている。また、生活や仕事に関

して問題を抱えている人の相談に乗ったり、NPO

やボランティア団体への橋渡しの役割を担ってい

る。

このように、こうしたコミュニティ内の文化的

活動と自助的な活動には、リーダーの存在が不可

欠である。コミュニティの維持および活動の活性

化は、コミュニティのリーダーの特性によって左

右される。今回の３つのコミュニティのリーダー

は、日本語に不自由がなく、日本社会の中でも安

定した生活を送っており、ネットワークも広い。

また、その人柄や統率力、面倒見の良さから、コ

ミュニティのメンバーからも慕われている。フィ

リピン人のコミュニティでは任期制の選挙によっ

てリーダーを決めている。以前に一度 G夫婦以

外のメンバーがリーダーに選ばれたのだが結局長
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続きせず、現在は再び G夫婦が交代でリーダー

を務めている。

３．３つのコミュニティの相違点

今回のケース・スタディの対象となっている３

つのエスニック・コミュニティは上記のような共

通点も確認されたが、それぞれの在留資格、在留

期間、定住意志、コミュニティのサイズやメン

バーの国籍などに違いがあり、こうした違いに

よって利用機関や関係をもっている団体に違いが

確認できた。フィリピン人コミュニティでは、

オーバーステイのメンバーが少なくないため、日

本のコミュニティ、特に行政とのかかわりが少な

く、外国人支援の NPOやボランティア団体を中

心に支援を求めていることが多い。一方、ペルー

人コミュニティの場合、コミュニティそのものが

ペルー人に限らず、他の国籍の外国人、さらには

日本人までもメンバーとして含まれている。ま

た、必ずしもスペイン語のミサに参加はしていな

いが、同じ教会に通う日本人メンバーとも協力態

勢が確立されている。こうした日本人とのつなが

りの背後には、教会を核とするコミュニティであ

ること、さらにこのコミュニティが国籍にこだわ

らずオープンな点があると考えられる。一方、

ヴェトナム人コミュニティの場合は、難民という

国際的に支援の対象となっているグループである

ことから、難民事業本部のような日本社会の組織

との連携もしっかりしている。１９７０年代後半から

長期にわたって日本で定住あるいは永住の意志お

よびその資格を持って生活しており、在日ヴェト

ナム人カトリック共同体や在日ヴェトナム人連絡

協議会といった自分たちの全国組織も形成されて

いる。また、フィリピン人やペルー人のコミュニ

ティと異なって、一定の地域に集中して定住して

いるとともに、地域外への移動（引越し）が少な

いので、日常生活における交流が頻繁であり、人

的資源も豊富であるといえる。このことは、仕事

の情報や生活情報をそれだけ多く手に入れること

ができるし、助け合いも多くできるようになって

いる。

�．考察

１．結果の考察

今回の研究により、日本在住の外国人たちは居

住地域だけでなく、教会や親睦団体を拠点として

コミュニティを形成し、その中で自文化の活動や

自助活動を行っていることが確認された。異国で

長期にわたって生活する外国人にとって、コミュ

ニティにおける自文化に関連する活動は、同じ文

化、言語、価値観を共有し、自分たちのアイデン

ティティを再確認する貴重な機会である。また難

民やオーバーステイの外国人にとっては、移住過

程や移住先での辛い経験を分かち合い、お互いに

慰め合う場としての機能も担っている。さらに、

日本に暮らす外国人、特にオーバーステイの人た

ちにとって、こうしたコミュニティは、住居、仕

事、社会サービス、生活上の手続きなどに関する

数少ない情報源であり、唯一信頼のおけるサポー

ト資源でもある。

と同時に、こうしたエスニック・コミュニティ

の形成や活動内容に関しては、リーダーの人柄、

力量、信望、個人的なネットワークによるところ

が大きい。したがって、リーダーの個人的なネッ

トワークが限られていたり、情報が限られていれ

ば、コミュニティ内でメンバーは十分なサポート

を受けることはできない。さらに、リーダーの存

在はコミュニティの形成そのものにも非常に重要

である。ペルー人のコミュニティがある教会の近

くには、日系ブラジル人が集住する地域があるの

だが、活動の中心となるリーダーが不在で、コ

ミュニティとしてのネットワークは存在しない

し、合同の活動は行われていない。

このように、在住外国人にとって、エスニック

・コミュニティは精神的、文化的、社会的、経済

的などの生活のあらゆる面において、言語や文化

的な壁に阻まれずに安心して支援を求められる貴

重な存在となっている反面、こうしたエスニック

・コミュニティからも十分にサポートを受けられ

ない、あるいはコミュニティへのアクセスさえ絶

たれている外国人たちもいる。したがって、エス
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ニック・コミュニティのリーダーの養成、あるい

はコミュニティの活動の側面からの支援といった

活動が、今後の外国人支援には重要となってく

る。

２．実践への提言

本稿の前半部分で述べたように、日本社会にお

ける在住外国人に対する支援は現在のところ行政

主体ではなく NPOやボランティア団体が中心で

ある。しかし NPOやボランティア団体は財政的

基盤が弱く質の高いサービスを長期にわたって提

供することや、すべての言語に応じたサービスの

提供が難しく、さらに「援助する日本人、援助さ

れる外国人」という力関係が維持される危険性が

あることを指摘した。

こうして考えると、「援助する日本人、援助さ

れる外国人」という力関係を崩し、それぞれの言

語、文化、価値観に対応したサービスや支援が可

能なのは、実はエスニック・コミュニティの活動

そのものである。確かに、こうしたコミュニティ

はまだまだ力不足の面があるが、本研究の結果か

らも明らかなように、国内のエスニック・コミュ

ニティでは自助活動が行われている。したがっ

て、ソーシャルワーカーや NPO、ボランティア

団体、あるいは行政が直接的にサービスや支援を

提供するのではなく、いかにこうしたエスニック

・コミュニティ内の活動を強化するか、あるいは

コミュニティが確立していない地域でいかにリー

ダーを養成し、コミュニティの形成を支援してい

くか、ということが外国人への支援のとるべき方

向だと考えられる。

世界的に政府は包括的・普遍的な社会保障や

サービスの提供を控える傾向にあり、外国人のよ

うに社会的に不利な立場に置かれている人たちに

とって、コミュニティは最後の望みの綱である

（Cadell, Karabanow, & Sanches，２００１）。自助活

動を行うコミュニティを形成することによって、

外国人は基本的にニーズを満たし、抑圧するシス

テムや社会に対抗することが可能となる。コミュ

ニティ自体が自分たちの問題を解決することによ

り、コミュニティ内の自己回復力とエンパワーメ

ントが促進され、コミュニティの意識や凝集性が

高められる。エンパワーメントは３段階プロセス

を通して行われる（Garnets & D’Angelli,１９９４）。

まず、エスニック・コミュニティが、日本社会に

おいて多くの問題やニーズを抱えるのは自分たち

の責任ではなく、日本社会の構造、システム、制

度、あるいは地域住民の理解の欠如にあることを

認識することである。次に、こうした構造や周り

の人の意識を変えることが可能であることに気づ

き、そして最後に社会に平等性をもたらすような

法律や政策を求めてコミュニティとして経済的、

社会的、政治的活動を行うのである。しかし、エ

スニック・コミュニティはエンパワーメントに必

要な政策や活動方法などに関する情報が限られて

いたり、こうした活動に必要な資金、機器、技術

を持ち合わせていない場合が多い。そこで、必要

な事柄に関する情報提供、コミュニティが活用で

きる社会資源の紹介、活動手段や技術の伝授と

いった役目を、ソーシャルワーカーや NPOのス

タッフが担うことが必要となってくる。ただし、

活動の主体はエスニック・コミュニティであり、

ワーカーや NPOスタッフはあくまで側面的な支

援を担うのである。こうすることで、滞日外国人

が自分たちの力で問題を解決することが可能とな

り、コミュニティとしてもエンパワーされるので

ある。さらに、当事者が活動の主体であるのだか

ら、必然的に各スニック・コミュニティの文化や

歴史に根付く活動となってくる（Cox，２００１）。

このように、滞日外国人支援には、各エスニック

・コミュニティを核とするエスニック・コミュニ

ティ・ベースド・ソーシャルワーク・プラクティ

スの確立が必要である。

３．今後の研究課題と外国人支援の在り方

ここまで外国人が抱える問題は、当事者自身が

解決するこによってエンパワーメントが達成でき

るということを主張してきたが、実は究極的には

在住外国人が地域社会の中で抱える生活困難、コ

ミュニケーション・ギャップ、カルチャーショッ

クといった問題は、外国人だけの問題や責任だけ

でなく、地域の他の住民や地域社会そのものの問

題だと捉える視点が重要である（阪野・渡辺、

１９９４a）。「ちがい」を受け入れるのは難しいが、
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自分自身も他者から見れば「ちがう」文化を持っ

た人間であるという視点を住民一人一人がもつ必

要がある（阪野・渡辺、１９９４b）。つまり、外国

人も同じ地域社会で共に生活する隣人や仲間であ

るという意識を市民が持つ必要がある。

しかし残念ながら、現在のところ、在住外国人

を地域に参加する主体として捉える視点は、まだ

まだ他の地域の住民にも自治体側にも薄いと言わ

ざるをえない（宮島・江成、１９９３）。こうした視

点の欠如の背景には、日本人の在住外国人の存在

やこうした人たちの抱える問題への理解の欠如と

ともに、日本に住む外国人、特に近年増加の傾向

を示しているニューカマーのコミュニティのエン

パワーメントが達成されていないことが原因の一

つだと考えられる。したがってエスニック・コ

ミュニティが各地で形成され、エンパワーされ、

地域でアクティブに活動することによって、地域

社会の中で住民として受け入れられる素地ができ

るのであろう。エスニック・コミュニティ自体が

自分たちの問題を解決しエンパワーされること

と、外国人が地域で抱える問題が「外国人の問

題」ではなく「地域の問題」として住民や行政が

理解した時に、本当の多文化共生が成り立つ。そ

のためにも、エスニック・コミュニティ・ベース

ド・ソーシャルワーク・プラクティスを確立する

ことが必要である。

当事者の長い運動によってノーマライゼーショ

ンの視点や考えが次第に社会に浸透し、地域社会

において障害者が一住民となりつつあるように、

外国人自身が自分たちの抱える問題に立ち向か

い、解決し、社会に対して自分たちの権利をコ

ミュニティとして訴えていくことによって、次第

に地域の住民として受け入れられるのであろう。

本研究では、県内の３つのエスニック・コミュニ

ティに関する質的リサーチの結果から、こうした

エスニック・コミュニティ・ベースド・ソーシャ

ルワーク・プラクティスの必要性を強調した。今

後は、具体的なエスニック・コミュニティ・ベー

スド・ソーシャルワーク・プラクティスの方法の

提示とともに、多文化共生社会を築くためにエス

ニック・コミュニティだけでなく、行政、地域住

民、NPOやボランティア団体、さらに地域の社

会福祉協議会や国際交流協会といった機関がどの

ような役割を担っていくべきかの明確な役割分担

の提示が研究の課題となる。
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Ethnic Community－based Social Work Practice:

Implications from qualitative research on three ethnic communities

ABSTRACT

Since the 1980’s, more and more people have been migrating to Japan from various

counties such as Brazil, Peru, the Philippines, and China, because of strong economic

growth in Japan and globalization all over the world. These migrant workers often form

communities in Japan. To understand how each one is formed and how members support

each other within the community, a qualitative study was conducted on three different

(Filipino, Vietnamese, and Peruvian) ethnic communities in the Kobe area. The results

showed that they have been helping each other within each community by raising money

for those in financial trouble, and that community leaders have been assisting others for

translation and providing information. However, their utilization of social services from lo-

cal governments and from NGOs is limited because of lack of information and access to

these services. This is especially true for the community having many illegal immigrants.

Furthermore, these communities are still small and do not have enough resources or power

to demand their support and rights from the host society. The importance and necessity of

ethnic community-based social work practice are discussed at the end of the paper.

Key Words: ethnic community, empowerment, NGO
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